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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

  

(注) １ 売上高には、消費税等(消費税及び地方消費税をいう。以下同じ。)は含まれておりません。 

２ 当社は、中間連結財務諸表を作成しておりませんので、中間連結会計期間等に係る主要な経営指標等の推移については、

記載しておりません。 

３ 第52期中までの潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため、または、中間純損

失であるため記載しておりません。 

４ 当社は、企業集団を構成する関係会社を所有していないため、持分法を適用した場合の投資利益の記載はしておりませ

ん。 

５ 「従業員数」欄( )内は、外書で臨時従業員数(平均雇用人数を１人１日８時間で換算し算出)を記載しております。 

  

回次 第50期中 第51期中 第52期中 第50期 第51期 

会計期間 

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日 

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日 

売上高 (千円) 3,599,870 3,366,972 3,784,280 7,732,918 7,269,248 

経常利益又は 
経常損失(△) 

(千円) 86,318 △7,229 118,790 207,554 97,438

中間(当期)純利益又は 
中間純損失(△) 

(千円) 49,356 △14,379 44,077 105,166 30,137

持分法を適用した場合の 
投資利益 

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 434,319 434,319 434,319 434,319 434,319 

発行済株式総数 (株) 4,015,585 4,015,585 4,015,585 4,015,585 4,015,585 

純資産額 (千円) 3,521,559 3,343,282 3,232,187 3,603,064 3,398,379 

総資産額 (千円) 7,229,757 6,430,445 6,476,460 7,103,768 7,234,948 

１株当たり純資産額 (円) 948.04 900.04 870.13 963.25 913.26 

１株当たり中間 
(当期) 純利益又は 
中間純損失(△) 

(円) 13.29 △3.87 11.87 21.58 6.50

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― ― 30.00 30.00

自己資本比率 (％) 48.7 52.0 49.9 50.7 47.0 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 122,606 △135,115 △63,686 △44,809 303,889

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 23,806 △56,027 43,076 △293,030 △42,417

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △362,148 △76,334 △126,275 △427,229 8,556

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高 

(千円) 1,644,248 827,420 1,218,041 1,094,911 1,364,926

従業員数 
(ほか、平均臨時 
雇用者数) 

(人) 
241 
(45)

255
(49)

267
(39)

248 
(48)

259
(46)



２ 【事業の内容】 

当中間会計期間において、当社が営んでいる事業の内容に重要な変更はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

該当事項はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 提出会社の状況 

平成18年９月30日現在 

(注) 従業員数は就業人員であり、従業員数欄の(外書)は臨時従業員の当中間会計期間における平均雇用人員であります。 

  

(2) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  

従業員数(人) ２６７(３９) 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間会計期間におけるわが国経済は、企業収益が好調に推移し、設備投資、個人消費などの国内需要の増加

による景気回復基調が続いております。 

このような経済情勢のもとで広告業界全体でも増加傾向で推移し、折込広告の出稿動向は、不動産業に減少は

あるものの、小売業、サービス業、金融・保険業でも増加いたしました。 

また、印刷業界におきましては、企業間競争による受注価格の下落傾向は依然回復されず厳しい経営環境で推

移いたしました。 

このような状況のなか、当社におきましては、チラシをはじめ、あらゆる販売促進物を機動的な企画提案営業

を積極的に推進することにより、既存顧客のシェア拡大により、受注量が増加することにより増収となりまし

た。また、製造面におきましては、細部に渡った製造経費の軽減を図ったことにより売上総利益率は前年同期比

2.3ポイント改善されました。 

以上の結果、当中間会計期間の業績といたしましては、売上高は37億84百万円（前年同期比12.4%増）、経常

利益は1億18百万円（前年同期は経常損失7百万円）、中間純利益は44百万円（前年同期は中間純損失14百万円）

となりました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間会計期間における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）につきましては、主に仕入債務の減少

により、当中間会計期間末の資金残高は前事業年度末より1億46百万円減少し、12億18百万円となりました。 

当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果使用した資金は、63百万円（前年同期比52.9%減）となりました。これは主に、増加要因として税

引前中間純利益1億18百万円及び売上債権の減少2億46百万円がある一方で、減少要因として役員退職慰労引当金の

減少1億84百万円及び仕入債務の減少3億円があったことによるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果得られた資金は、43百万円（前年同期は使用した資金56百万円）となりました。これは主に投資

有価証券の売却によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果使用した資金は1億26百万円（前年同期比65.4%増）となりました。これは主に配当金の支払によ

るものであります。 



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間会計期間における生産実績を製品別に示すと次のとおりであります。 

  

(注) １ 上記金額は、販売価格により記載しております。 

２ その他は、DM(ダイレクトメール)等であります。 

３ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注状況 

当中間会計期間における受注実績を製品別に示すと次のとおりであります。 

  

(注) １ 上記金額は、販売価格により記載しております。 

２ その他は、DM(ダイレクトメール)等であります。 

３ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

品目別 生産高(千円) 前年同期比(％) 

折込広告 3,220,420 116.5 

包装資材 98,126 90.2 

その他 462,513 90.5 

合計 3,781,059 111.8 

品目別 受注高(千円) 前年同期比(％) 受注残高(千円) 前年同期比(％) 

折込広告 3,135,281 116.0 220,270 65.4 

包装資材 107,093 107.9 1,697 63.6 

その他 459,271 88.7 30,585 33.4 

合計 3,701,646 111.5 252,553 58.5 



(3) 販売実績 

当中間会計期間における販売実績を製品別に示すと次のとおりであります。 

  

(注) １ その他は、DM(ダイレクトメール)等であります。 

２ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

３ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合 

  

(注)  ギガスケーズデンキ（株）の前中間会計期間については、当該割合が100分の10未満のため記載を省略しておりま

す。 

  

３ 【対処すべき課題】 

当中間会計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たな課題はありません。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

５ 【研究開発活動】 

当中間会計期間において、特記すべき事項はありません。 

  

品目別 販売高(千円) 前年同期比(％) 

折込広告 3,206,305 116.1 

包装資材 118,167 119.6 

その他 459,807 91.0 

合計 3,784,280 112.4 

相手先 

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％) 

㈱ヤマダ電機 554,913 16.5 806,482 21.3 

ギガスケーズデンキ㈱ － － 462,137 12.2 



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

重要な設備計画の完了 

当中間会計期間において、前事業年度末に計画中であった本社工場に併設する駐車場については、平成18年９月に

完了し利用しております。 

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 14,000,000 

計 14,000,000 

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成18年９月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年12月22日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名 

内容 

普通株式 4,015,585 4,015,585 ジャスダック証券取引所 ― 

計 4,015,585 4,015,585 ― ― 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(千円) 

資本金残高
  

(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金
残高 
(千円) 

平成18年４月１日～ 
平成18年９月30日 

― 4,015,585 ― 434,319 ― 425,177



(4) 【大株主の状況】 

平成18年９月30日現在 

  

(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年９月30日現在 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％) 

平賀 豊 東京都練馬区 575 14.33 

平賀 典男 東京都練馬区 484 12.06 

有限会社大豊サービス 東京都練馬区羽沢２－２６－１５ 366 9.13 

株式会社平賀 東京都練馬区豊玉北３－３－１０ 301 7.50 

平賀従業員持株会 東京都練馬区豊玉北３－３－１０ 206 5.13 

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１－１－２ 100 2.49 

大日本インキ化学工業株式会社 東京都中央区日本橋３－７－２０ 100 2.49 

大日精化工業株式会社 東京都中央区日本橋馬喰町１－７－６ 80 1.99 

井林 清松 東京都練馬区 60 1.51 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２－７－１ 60 1.49 

計 
  

2,333 58.12 
  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
（自己保有株式）
普通株式  301,000

― ― 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

3,712,000 
3,712 ― 

単元未満株式 普通株式 2,585 ― ― 

発行済株式総数 4,015,585 ― ― 

総株主の議決権 ― 3,712 ― 



② 【自己株式等】 

平成18年９月30日現在 

  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注) ジャスダック証券取引所における株価を記載しております。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。 

役職の異動 

  

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％) 

（自己保有株式） 
株式会社平賀 

東京都練馬区豊玉北3-3-10 301,000 ― 301,000 7.50 

計 ― 301,000 ― 301,000 7.50 

月別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高(円) 780 781 750 840 804 800 

最低(円) 741 749 725 750 750 780 

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日 

代表取締役社長 専務取締役 平 賀 明 男 平成18年９月１日 

取締役会長 代表取締役社長 平 賀   豊 平成18年９月１日 

専務取締役 
常務取締役

（営業本部長） 
平 賀 治 郎 平成18年９月１日 

常務取締役 
（管理本部長兼管理部長） 

取締役
（管理本部長兼管理部長） 

中 村 則 丈 平成18年９月１日 

取締役 
（営業本部長兼本社営業部長） 

取締役
（営業副本部長兼本社営業部長）

木 下 昭 三 平成18年９月１日 



第５ 【経理の状況】 

１ 中間財務諸表の作成方法について 

当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。以

下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)は改正前の中間財務諸表等規則に基づき、当

中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作成しており

ます。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)及

び当中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の中間財務諸表について、あずさ監査法人により中

間監査を受けております。 

  

３ 中間連結財務諸表について 

当社は子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。 

  



【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

  

  
前中間会計期間末 

(平成17年９月30日現在)

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日現在)

前事業年度 
要約貸借対照表 

(平成18年３月31日現在)

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(資産の部)               

Ⅰ 流動資産               

１ 現金及び預金   444,020   781,317   970,906   

２ 受取手形 ※４ 11,089   16,394   7,435   

３ 売掛金   1,127,912   1,122,600   1,378,351   

４ 有価証券   383,400   436,724   394,019   

５ たな卸資産   899,865   830,393   885,305   

６ 未収入金   231,969   104,036   256,780   

７ その他   41,679   80,099   58,382   

貸倒引当金   △400   △990   △490   

流動資産合計   3,139,536 48.8 3,370,576 52.0 3,950,691 54.6 

Ⅱ 固定資産               

１ 有形固定資産 ※１             

(1) 建物 
※２ 
※３ 

509,210 477,462 492,404 

(2) 機械及び装置   294,362   238,597   261,677   

(3) 土地 ※２ 552,319   789,169   552,319   

(4) その他   49,156   51,423   49,289   

有形固定資産合計   1,405,048 21.9 1,556,652 24.1 1,355,691 18.7 

２ 無形固定資産   50,513 0.8 32,879 0.5 41,217 0.6 

３ 投資その他の資産               

(1) 投資有価証券   1,160,805   978,679   1,327,225   

(2) 繰延税金資産   301,247   222,979   240,657   

(3) その他   398,279   328,340   333,207   

貸倒引当金   △24,984   △13,648   △13,741   

投資その他の資産合計   1,835,347 28.5 1,516,351 23.4 1,887,348 26.1 

固定資産合計   3,290,909 51.2 3,105,883 48.0 3,284,256 45.4 

資産合計   6,430,445 100.0 6,476,460 100.0 7,234,948 100.0 

    



  

  

  
前中間会計期間末 

(平成17年９月30日現在)

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日現在)

前事業年度 
要約貸借対照表 

(平成18年３月31日現在)

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(負債の部)               

Ⅰ 流動負債               

１ 支払手形   385,616   408,946   655,968   

２ 買掛金   294,961   392,927   446,719   

３ 短期借入金   420,000   520,000   520,000   

４ １年以内償還予定社債   30,000   240,000   230,000   

５ １年以内返済予定長期 
借入金 

※２ ― 350,000 350,000 

６ 未払法人税等   16,731   5,372   53,457   

７ 賞与引当金   80,000   100,000   98,000   

８ その他   219,720   247,228   296,754   

流動負債合計   1,447,030 22.5 2,264,474 35.0 2,650,900 36.6 

Ⅱ 固定負債               

１ 社債   240,000   ―   25,000   

２ 長期借入金 ※２ 350,000   ―   ―   

３ 退職給付引当金   423,030   434,836   431,171   

４ 役員退職慰労引当金   627,102   451,711   636,247   

５ 再評価に係る繰延税金 
負債 

― 93,249 93,249 

固定負債合計   1,640,133 25.5 979,798 15.1 1,185,667 16.4 

負債合計   3,087,163 48.0 3,244,272 50.1 3,836,568 53.0 

(資本の部)               

Ⅰ 資本金   434,319 6.8 ― ― 434,319 6.0 

Ⅱ 資本剰余金               

１ 資本準備金   425,177   ―   425,177   

資本剰余金合計   425,177 6.6 ― ― 425,177 5.9 

Ⅲ 利益剰余金               

１ 利益準備金   94,313   ―   94,313   

２ 任意積立金   2,915,000   ―   2,915,000   

３ 当期未処分利益 
又は中間未処理損失(△) 

△11,081 ― 33,435 

利益剰余金合計   2,998,232 46.6 ― ― 3,042,748 42.1 

Ⅳ 土地再評価差額金   △468,538 △7.3 ― ― △561,787 △7.8 

Ⅴ その他有価証券評価差額金   200,911 3.1 ― ― 304,741 4.2 

Ⅵ 自己株式   △246,820 △3.8 ― ― △246,820 △3.4 

資本合計   3,343,282 52.0 ― ― 3,398,379 47.0 

負債資本合計   6,430,445 100.0 ― ― 7,234,948 100.0 

    



  

  

  
前中間会計期間末 

(平成17年９月30日現在)

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日現在)

前事業年度 
要約貸借対照表 

(平成18年３月31日現在)

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(純資産の部)               

Ⅰ 株主資本               

１ 資本金   ― ― 434,319 6.7 ― ― 

２ 資本剰余金               

(1) 資本準備金   ―   425,177   ―   

資本剰余金合計   ― ― 425,177 6.6 ― ― 

３ 利益剰余金               

(1) 利益準備金   ―   94,313   ―   

(2) その他利益剰余金               

別途積立金   ―   2,830,000   ―   

繰越利益剰余金   ―   45,075   ―   

利益剰余金合計   ― ― 2,969,388 45.8 ― ― 

４ 自己株式   ― ― △246,820 △3.8 ― ― 

株主資本合計   ― ― 3,582,066 55.3 ― ― 

Ⅱ 評価・換算差額等               

１ その他有価証券 
  評価差額金 

  ― ― 211,909 3.3 ― ― 

２ 土地再評価差額金   ― ― △561,787 △8.7 ― ― 

評価・換算差額等合計   ― ― △349,878 △5.4 ― ― 

純資産合計   ― ― 3,232,187 49.9 ― ― 

負債純資産合計   ― ― 6,476,460 100.0 ― ― 

    



② 【中間損益計算書】 

  

  

  
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前事業年度 
要約損益計算書 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
百分比
(％) 

金額(千円)
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高   3,366,972 100.0 3,784,280 100.0 7,269,248 100.0 

Ⅱ 売上原価   2,765,954 82.1 3,018,254 79.8 5,909,758 81.3 

売上総利益   601,017 17.9 766,025 20.2 1,359,489 18.7 

Ⅲ 販売費及び一般管理費   613,830 18.3 651,160 17.2 1,266,294 17.4 

営業利益又は営業損失
(△) 

△12,812 △0.4 114,864 3.0 93,195 1.3

Ⅳ 営業外収益 ※１ 11,943 0.4 11,210 0.3 21,875 0.3 

Ⅴ 営業外費用 ※２ 6,360 0.2 7,283 0.2 17,633 0.3 

経常利益又は経常損失
(△) 

△7,229 △0.2 118,790 3.1 97,438 1.3

Ⅵ 特別利益 ※３ 4,290 0.1 100,458 2.7 23,474 0.4 

Ⅶ 特別損失 ※４ ― ― 100,980 2.7 ― ― 

税引前中間(当期)純利益
又は税引前中間純損失
(△) 

△2,939 △0.1 118,268 3.1 120,912 1.7

法人税、住民税 
及び事業税 

13,600 0.4 1,700 0.0 102,600 1.4

過年度法人税等修正額   ― ― ― ― 11,000 0.2 

法人税等調整額   △2,160 △0.1 72,491 1.9 △22,825 △0.3 

中間(当期)純利益又は 
中間純損失(△) 

△14,379 △0.4 44,077 1.2 30,137 0.4

前期繰越利益   3,297   ―   3,297   

当期未処分利益 
又は中間未処理損失(△) 

△11,081 ― 33,435 

    



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

  

  

（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 株主資本合計
資本準備金 利益準備金

その他利益剰余金 

別途積立金 繰越利益剰余金

平成18年３月31日残高(千円) 434,319 425,177 94,313 2,915,000 33,435 △246,820 3,655,426 

中間会計期間中の変動額               

別途積立金の取崩（注）       △85,000 85,000   － 

剰余金の配当  （注）         △111,437   △111,437 

役員賞与    （注）         △6,000   △6,000 

中間純利益         44,077   44,077 

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)             － 

中間会計期間中の変動額合計 
(千円) － － － △85,000 11,640 － △73,359 

平成18年９月30日残高(千円) 434,319 425,177 94,313 2,830,000 45,075 △246,820 3,582,066 

  

評価・換算差額等 

純資産合計 その他 
有価証券 
評価差額金 

土地再評価
差額金 

評価・換算
差額等合計 

平成18年３月31日残高(千円) 304,741 △561,787 △257,046 3,398,379 

中間会計期間中の変動額         

 別途積立金の取崩（注）       － 

 剰余金の配当  （注）       △111,437 

 役員賞与    （注）       △6,000 

中間純利益       44,077 

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額) △92,832 － △92,832 △92,832 

中間会計期間中の変動額合計 
(千円) △92,832 － △92,832 △166,192 

平成18年９月30日残高(千円) 211,909 △561,787 △349,878 3,232,187 



④ 【中間キャッシュ・フロー計算書】 

  

   
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前事業年度要約 
キャッシュ・フロー 

計算書 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

区分 
注記
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  

１ 税引前中間(当期)純利益 
  又は税引前中間純損失(△) 

 △2,939 118,268 120,912

２ 減価償却費   75,639 61,096 150,319 

３ 貸倒引当金の増加額   ― 407 ― 

４ 貸倒引当金の減少額   △1,645 ― △12,798 

５ 賞与引当金の増加額   ― 2,000 4,000 

６ 賞与引当金の減少額   △14,000 ― ― 

７ 退職給付引当金の増加額   8,752 3,665 16,892 
８ 役員退職慰労引当金の 
増加額 

 9,231 ― 18,376

９ 役員退職慰労引当金の 
減少額 

 ― △184,535 ―

10 受取利息   △584 △430 △1,073 

11 有価証券利息   △3,324 △3,022 △6,606 

12 受取配当金   △4,680 △4,719 △5,902 

13 支払利息   3,510 4,351 7,311 

14 社債利息   1,848 1,617 3,581 

15 投資有価証券売却益   ― △100,617 ― 

16 売上債権の減少額   308,352 246,891 72,807 

17 たな卸資産の減少額   78,193 54,911 92,753 

18 仕入債務の増加額   ― ― 26,293 

19 仕入債務の減少額   △395,816 △300,813 ― 

20 役員賞与の支払額   △25,000 △6,000 △25,000 

21 その他   △138,554 84,751 △54,628 

小計   △101,016 △22,177 407,238 

22 利息及び配当金の受取額   10,342 8,311 14,757 

23 利息の支払額   △5,578 △5,443 △10,875 

24 法人税等の支払額   △38,863 △44,376 △107,230 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 △135,115 △63,686 303,889

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  

１ 有形固定資産 
の取得による支出 

 △33,754 △248,862 △47,292

２ 無形固定資産 
の取得による支出 

 △967 ― △1,867

３ 投資有価証券 
の取得による支出 

 △3,329 △3,709 △145,846

４ 投資有価証券 
の売却による収入 

 ― 291,507 148,093

５ 出資金の償還による収入   ― ― 20,000 

６ 貸付による支出   ― △600 ― 

７ 貸付金の回収による収入   9,874 5,241 14,295 
８ その他の投資の 
取得による支出 

 △28,150 △500 △32,150

９ その他  300 ― 2,350
投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 △56,027 43,076 △42,417



  

  

   
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前事業年度要約 
キャッシュ・フロー 

計算書 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

区分 
注記
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  

１ 短期借入による収入   490,000 1,390,000 1,180,000 

２ 短期借入金の 
返済による支出 

 △440,000 △1,390,000 △1,030,000

３ 社債の償還による支出   △15,000 △15,000 △30,000 

４ 配当金の支払額   △111,334 △111,275 △111,443 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 △76,334 △126,275 8,556

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
換算差額 

 △13 ― △13

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加・ 
減少（△）額 

 △267,490 △146,884 270,015 

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
期首残高 

 1,094,911 1,364,926 1,094,911

Ⅶ 現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

※１ 827,420 1,218,041 1,364,926

    



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

  
  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

(1) たな卸資産 

・製品 …移動平均法による原価

法 

・原材料…移動平均法による原価

法 

・仕掛品…個別法による原価法 

・貯蔵品…最終仕入原価法 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

(1) たな卸資産 

同左 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

(1) たな卸資産 

同左 

(2) 有価証券 

・その他有価証券 

時価のあるもの 

…中間決算日の市場価格等に基

づく時価法 

(評価差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は移動平均

法により算定) 

時価のないもの 

…移動平均法による原価法 

ただし、投資事業有限責任組

合及びそれに類する組合への出

資（証券取引法第２条第２項に

より有価証券とみなされるも

の）については、組合契約に規

定される決算報告日に応じて入

手可能な最近の決算書を基礎と

し、持分相当額を純額で取り込

む方法によっております。 

(2) 有価証券 

・その他有価証券 

時価のあるもの 

…中間決算日の市場価格等に基

づく時価法 

(評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動平

均法により算定) 

時価のないもの 

同左 

(2) 有価証券 

・その他有価証券 

時価のあるもの 

…決算末日の市場価格等に基づ

く時価法 

(評価差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は移動平均

法により算定) 

時価のないもの 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

…定率法 

ただし、平成10年４月１日以降

取得した建物(建物附属設備を除

く)については、定額法によって

おります。 

なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。 

建物 ３～50年

機械及び装置 ２～11年

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

同左 

(2) 無形固定資産 

ソフトウェア(自社利用分)につ

いては、社内における利用可能期

間(５年)に基づく定額法 

(2) 無形固定資産 

同左 

(2) 無形固定資産 

同左 

(3) 長期前払費用 

支出した費用の効果の及ぶ期間

に渡り均等償却しております。 

(3) 長期前払費用 

同左 

(3) 長期前払費用 

同左 



  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

３ 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

債権の貸倒による損失に備える

ため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能

性を勘案し、回収不能見込額を計

上しております。 

３ 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

同左 

３ 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

同左 

(2) 賞与引当金 

従業員の賞与の支給に備えるた

め、将来の支給見込額のうち、当

中間会計期間の負担額を計上して

おります。 

(2) 賞与引当金 

同左 

(2) 賞与引当金 

従業員の賞与の支給に備えるた

め、将来の支給見込額のうち、当

期の負担額を計上しております。 

(3) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職給

付債務の見込額(自己都合期末要

支給額の全額)に基づき、当中間

会計期間末において発生している

と認められる額を計上しておりま

す。 

(3) 退職給付引当金 

同左 

(3) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職給

付債務の見込額(自己都合期末要

支給額の全額)に基づき計上して

おります。 

(4) 役員退職慰労引当金 

役員の退職金の支給に備えるた

め、内規に基づく中間期末要支給

額を計上しております。 

(4) 役員退職慰労引当金 

同左 

(4) 役員退職慰労引当金 

役員の退職金の支給に備えるた

め、内規に基づく期末要支給額を

計上しております。 

４ リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

４ リース取引の処理方法 

同左 

４ リース取引の処理方法 

同左 

５ 中間キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

中間キャッシュ・フロー計算書

における資金(現金及び現金同等

物)は、手許現金、随時引き出し

可能な預金及び容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない取得日

から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっておりま

す。 

５ 中間キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

同左 

５ キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金の範囲 

キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金(現金及び現金同等物)

は、手許現金、随時引き出し可能

な預金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動について僅

少なリスクしか負わない取得日か

ら３ヶ月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなっております。 

６ その他中間財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税抜方

式によっております。なお、仮払

消費税等と仮受消費税等は相殺の

うえ、流動負債の「その他」に含

めております。 

６ その他中間財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

同左 

６ その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 



(会計処理の変更) 

  
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

「固定資産の減損に係る会計基準」

（「固定資産の減損に係る会計基準

の設定に関する意見書」（企業会計

審議会 平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の

適用指針」（企業会計基準委員会

平成15年10月31日 企業会計基準適

用指針第６号）を当中間会計期間か

ら適用しております。 

これによる損益に与える影響はあ

りません。 

（貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準） 

 当中間会計期間から「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会

計基準」（企業会計基準委員会

平成17年12月９日 企業会計基準

第５号）及び「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準等

の適用指針」（企業会計基準委員

会 平成17年12月９日 企業会計

基準適用指針第８号）を適用して

おります。 

 なお、従来の「資本の部」の合

計に相当する金額は3,232,187千円

であります。 

中間財務諸表等規則の改正によ

り、当中間会計期間における中間財

務諸表は、改正後の中間財務諸表等

規則により作成しております。 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

「固定資産の減損に係る会計基準」

（「固定資産の減損に係る会計基準

の設定に関する意見書」（企業会計

審議会 平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の

適用指針」（企業会計基準委員会

平成15年10月31日 企業会計基準適

用指針第６号）を当期から適用して

おります。 

これによる損益に与える影響はあ

りません。 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

  

前中間会計期間末 
(平成17年９月30日現在) 

当中間会計期間末
(平成18年９月30日現在) 

前事業年度末 
(平成18年３月31日現在) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

  1,975,321千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

  2,010,233千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

  2,037,727千円 

※２ 担保資産 

(イ)担保に供している資産 

建物 65,210千円 

土地 194,956  

計 260,166  

※２ 担保資産 

(イ)担保に供している資産 

建物 60,313千円 

土地 194,956  

計 255,269  

※２ 担保資産 

(イ)担保に供している資産 

建物 62,619千円 

土地 194,956  

計 257,575  

(ロ)上記に対応する債務 

長期借入金 150,000千円 

(ロ)上記に対応する債務 

１年以内返済 

予定長期借入金 
150,000千円 

(ロ)上記に対応する債務 

１年以内返済 

予定長期借入金 
150,000千円 

※３ 国庫補助金で取得した資産の

圧縮記帳額 

建物 16,013千円 

※３ 国庫補助金で取得した資産の

圧縮記帳額 

建物 16,013千円 

※３ 国庫補助金で取得した資産の

圧縮記帳額 

建物 16,013千円 

※４ ―――――――――――― 

  

※４ 中間会計期間末日満期手形の

会計処理については、手形交換

日をもって決済処理しておりま

す。 

なお、当中間会計期間末日が

金融機関の休日であったため、

次の中間会計期間末日満期手形

が、中間会計期間末残高に含ま

れております。 

受取手形          5,244千円 

※４ ―――――――――――― 

５ ―――――――――――― ５ 当社は、運転資金の効率的な

調達を行うため、取引銀行４行

と当座貸越契約を締結しており

ます。 

当該契約に基づく当中間期末

の借入未実行残高は次のとおり

であります。 

  

当座貸越極度額 1,000,000千円 

借入実行残高   450,000   

差引額      550,000 

５ 当社は、運転資金の効率的な

調達を行うため、取引銀行４行

と当座貸越契約を締結しており

ます。 

当該契約に基づく当期末の借

入未実行残高は次のとおりであ

ります。 

  

当座貸越極度額 1,000,000千円 

借入実行残高   450,000   

差引額      550,000 

  



(中間損益計算書関係) 

  

  
  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 営業外収益のうち重要なもの 

受取利息 584千円 

有価証券利息 3,324  

受取配当金 4,680  

受取家賃 1,948  

※１ 営業外収益のうち重要なもの 

受取利息 430千円 

有価証券利息 3,022  

受取配当金 4,719  

受取家賃 1,645  

※１ 営業外収益のうち重要なもの 

受取利息 1,073千円 

有価証券利息 6,606  

受取配当金 5,902  

受取家賃 3,728  

※２ 営業外費用のうち重要なもの 

支払利息 3,510千円 

社債利息 1,848  

     

※２ 営業外費用のうち重要なもの 

支払利息 4,351千円 

社債利息 1,617  

投資事業組合損失 1,304  

※２ 営業外費用のうち重要なもの 

支払利息 7,311千円 

社債利息 3,581  

投資事業組合損失 5,679  

※３ 特別利益のうち重要なもの 

貸倒引当金戻入益 4,290千円 

※３ 特別利益のうち重要なもの 

投資有価証券 

売却益 
100,458千円 

※３ 特別利益のうち重要なもの 

保険金収入 18,582千円 

貸倒引当金戻入益 4,892  

※４ ―――――――――――― 

  

※４ 特別損失のうち重要なもの 

役員退職金 96,359千円 

※４ ―――――――――――― 

  

５ 減価償却実施額 

有形固定資産 59,319千円 

無形固定資産 14,717  

５ 減価償却実施額 

有形固定資産 50,690千円 

無形固定資産 8,337  

５ 減価償却実施額 

有形固定資産 121,725千円 

無形固定資産 28,593  



(中間株主資本等変動計算書関係) 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

  
  

２ 自己株式に関する事項 

  
  

３ 新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 
  

４ 配当に関する事項 

  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末 

普通株式(株) 4,015,585 － － 4,015,585

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末 

普通株式(株) 301,000 － － 301,000

 決議 株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月27日 
定時株主総会 

普通株式 111,437 30.00 平成18年３月31日 平成18年６月28日 



(中間キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

現金及び 
預金勘定 

444,020千円

有価証券勘定 383,400  

現金及び 
現金同等物 

827,420  

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

現金及び 
預金勘定 

781,317千円

有価証券勘定 436,724  

現金及び 
現金同等物 

1,218,041

※１ 現金及び現金同等物の期末残

高と貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

現金及び
預金勘定 

970,906千円

有価証券勘定 394,019  

現金及び
現金同等物 

1,364,926  



(リース取引関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

  

機械及 
び装置 
  

(千円) 

 

その他 
(車輌 
運搬具) 
(千円) 

 

合 計
  
  

(千円)
取得価額 
相当額 

266,335  43,467  309,803

減価償却 
累計額 
相当額 

236,742  13,652  250,395

中間期末 
残高 
相当額 

29,592  29,815  59,408

リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

  

その他
(車輌 
運搬具)
(千円) 

取得価額
相当額 

49,064 

減価償却
累計額 
相当額 

22,941 

中間期末
残高 
相当額 

26,123 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び期末残高

相当額 

  

  

機械及
び装置 
  

(千円) 

その他 
(車輌 
運搬具) 
(千円) 

  

合 計
  
  
(千円)

取得価額
相当額 

266,335  43,467  309,803

減価償却
累計額 
相当額 

258,937  18,074  277,011

期末残高
相当額 

7,398  25,393  32,791

② 未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年以内   39,546千円

１年超   23,496  

合計   63,042  

② 未経過リース料中間期末残高

相当額 

１年以内   9,401千円

１年超   19,270  

合計   28,671  

② 未経過リース料期末残高相当額 

  

１年以内   16,705千円 

１年超   18,816  

合計   35,522  

③ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 28,530千円

減価償却費相当額 26,655  

支払利息相当額 1,355  

③ 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

支払リース料 13,300千円

減価償却費相当額 12,265  

支払利息相当額 763  

③ 支払リース料、減価償却費相当額

及び支払利息相当額 

支払リース料 57,061千円 

減価償却費相当額 53,233  

支払利息相当額 2,365  

④ 減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法 

減価償却費相当額の算定方法 

…リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。 

利息相当額の算定方法 

…リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相当

額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。 

④ 減価償却費相当額及び利息相

当額の算定方法 

減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  

  

利息相当額の算定方法 

同左 

  

  

④ 減価償却費相当額及び利息相当額

の算定方法 

減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  

  

利息相当額の算定方法 

同左 

  



(有価証券関係) 

(前中間会計期間) 

１ 時価のある有価証券 

  

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

  

区分 前中間会計期間末(平成17年９月30日現在) 

その他有価証券 
取得原価
(千円) 

中間貸借対照表計上額
(千円) 

差額 
(千円) 

① 株式 200,690 552,585 351,894 

② 債券       

社債 255,844 243,046 △12,797 

その他 45,478 45,747 269 

③ その他 120,052 119,425 △626 

計 622,065 960,805 338,739 

区分 
前中間会計期間末

(平成17年９月30日現在) 

その他有価証券 
中間貸借対照表計上額

(千円) 

非上場株式 100,000 

M・M・F 233,129 

F・F・F 150,271 

投資事業有限責任組合出資金 100,000 

計 583,400 



(当中間会計期間) 

１ 時価のある有価証券 

  

（注）１．当中間会計期間において、その他有価証券で時価のある株式について3,506千円減損処理を行っております。 

       なお、減損処理にあたっては、中間会計期間末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には減損処理を行

い、30～50％程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行っております。 

２．上記の他に投資事業有限責任組合出資金で△23千円の差額が生じております。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

  

区分 当中間会計期間末(平成18年９月30日現在) 

その他有価証券 
取得原価
(千円) 

中間貸借対照表計上額
(千円) 

差額 
(千円) 

① 株式 164,744 548,082 383,337 

② 債券       

社債 171,675 152,572 △19,102 

その他 22,066 17,332 △4,733 

③ その他 69,963 67,700 △2,262 

計 428,449 785,688 357,238 

区分 
当中間会計期間末

(平成18年９月30日現在) 

その他有価証券 
中間貸借対照表計上額

(千円) 

非上場株式 100,000 

M・M・F 286,366 

F・F・F 150,357 

投資事業有限責任組合出資金 92,991 

計 629,716 



(前事業年度) 

１ 時価のある有価証券 

  

（注）１．上記の他に投資事業有限責任組合出資金で28千円の差額が生じております。 

      

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

  

区分 前事業年度末(平成18年３月31日現在) 

その他有価証券 
取得原価
(千円) 

貸借対照表計上額
(千円) 

差額 
(千円) 

① 株式 204,115 748,429 544,314 

② 債券       

社債 171,675 143,099 △28,575 

その他 22,066 22,606 539 

③ その他 221,278 218,740 △2,537 

計 619,135 1,132,876 513,741 

区分 
前事業年度末

(平成18年３月31日現在) 

その他有価証券 
貸借対照表計上額

(千円) 

非上場株式 100,000 

M・M・F 243,745 

F・F・F 150,274 

投資事業有限責任組合出資金 94,348 

計 588,367 



(デリバティブ取引関係) 

  

  

(ストック・オプション等関係) 

当中間会計期間 （自 平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

該当事項はありません。 

  

(持分法損益等) 

  

  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当社は、デリバティブ取引を全く

利用しておりませんので、該当事項

はありません。 

同左 同左 

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

該当事項はありません。 同左 同左 



 (１株当たり情報) 

  

(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

  

  

２ １株当たり中間(当期)純利益又は中間純損失（△） 

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額 

１株当たり中間純損失 

なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、１株当たり

中間純損失であり、また、潜在株式

が存在しないため記載しておりませ

ん。 

900円 04銭

3円 87銭

１株当たり純資産額 

１株当たり中間純利益 

なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、潜在株式が

存在しないため記載しておりませ

ん。 

870円 13銭

11円 87銭

１株当たり純資産額 

１株当たり当期純利益 

なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益については、潜在株式が

存在しないため記載しておりませ

ん。 

913円 26銭

6円 50銭

  前中間会計期間末
(平成17年９月30日現在)

当中間会計期間末
(平成18年９月30日現在)

前事業年度末 
(平成18年３月31日現在)

中間貸借対照表の純資産の
部の合計額（千円） ― 3,232,187 ―

普通株式に係る純資産額
（千円） ― 3,232,187 ―

差額の主な内訳（千円） ― ― ―

普通株式の発行済株式数
（株） ― 4,015,585 ―

普 通 株 式 の 自 己 株 式 数
（株） ― 301,000 ―

１株当たり純資産額の算定
に用いられた普通株式の数
（株） 

― 3,714,585 ―

  
前中間会計期間

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

中間損益計算書上の中間(当
期)純利益又は中間純損失
（△）(千円) 

△14,379 44,077 30,137

普通株式に係る中間（当
期）純利益又は中間純損失
（△）(千円) 

△14,379 44,077 24,137

普通株主に帰属しない金額
の主要な内訳（千円）  

利益処分による役員賞与金 ― ― 6,000

普通株主に帰属しない金額
(千円) ― ― 6,000

普通株式の期中平均株式数
(株) 3,714,585 3,714,585 3,714,585



  

(重要な後発事象) 

  
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

     ―――――――――――― 株式取得による子会社化 

  

当社は、平成18年10月13日開催

の取締役会において、株式会社イ

マージュの株式を100％取得するこ

とにより子会社化することを決議

し、同日付けで株式譲渡契約書を

締結し株式の受渡しを行い、株式

の受け渡しを行いました。 

  

(1) 株式の取得の理由 

当社は折込広告の製造販売を主

たる事業としております。 

株式会社イマージュは、当社の

取り扱うチラシ以外の販売促進物

の企画印刷を主に取り扱ってお

り、また、当社が事業展開する東

日本エリアから西日本エリアへの

進出を可能とし、更に営業エリア

が異なるため競合取引先もなく、

相互のお客様に営業展開すること

で相乗効果が得られると考え、同

社の全株式を取得することといた

しました。 

  

(2) 当該会社の概要 

①商号 株式会社イマージュ 

②代表者 井口 恒一 

③所在地 大阪府大阪市天王寺

区 

空堀町３番９号 

④事業内容 広告デザインの企

画 

印刷請負他 

⑤資本金の額 10,000千円 

⑥発行済株式総数 20,000株 

⑦売上高 1,741,959千円（平成 

18年4月期） 

  

(3) 取得先 井口 恒一、 

井口 清美 

  

(4) 取得株数 20,000株 

  

(5) 取得年月日 平成18年10月13

日 

  

(6) 支払資金の調達及び支払方法 

  

当該株式の購入資金は、自己資

金及び金融機関からの借入により

調達しております。 

  

     ―――――――――――― 



(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 

  事業年度 第51期(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日)平成18年６月27日関東財務局長に提出 

  

(2) 臨時報告書 

１ 証券取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号（代表取締役の異

動）の規定に基づく臨時報告書 

平成18年８月14日関東財務局長に提出 

  

２ 証券取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号（特定子会社の異

動）の規定に基づく臨時報告書 

平成18年10月13日関東財務局長に提出 

  

(2) 訂正報告書 

１ 半期報告書の訂正報告書 

事業年度 第50期中（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日）平成18年12月15日関東財務局長に提出

  

２ 有価証券報告書の訂正報告書 

事業年度 第50期（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）平成18年12月15日関東財務局長に提出 

  

３ 半期報告書の訂正報告書 

事業年度 第51期中（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日）平成18年12月15日関東財務局長に提出

  

４ 有価証券報告書の訂正報告書 

事業年度 第51期（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）平成18年12月15日関東財務局長に提出 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 

  

  



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成17年12月21日

株式会社 平賀 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社平賀の平成17年4月1日から平成18年3月31日までの第51期事業年度の中間会計期間（平成17年4月1日から平成17年9月

30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書につ

いて中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸

表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社平賀の平成17年9月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成17年4月1日から

平成17年9月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

  

  

あずさ監査法人 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  尾  関     純  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  佐  藤  由 紀 雄  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途保管してい

る。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成18年12月21日

株式会社 平賀 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社平賀の平成18年4月1日から平成19年3月31日までの第52期事業年度の中間会計期間（平成18年4月1日から平成18年9月

30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書及び中間キ

ャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社平賀の平成18年9月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成18年4月1日から

平成18年9月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成18年10月13日に株式会社イマージュの全株式を取得し子会社化

している。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

  

  

あずさ監査法人 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  尾  関     純  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  佐  藤  由 紀 雄  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途保管してい

る。 
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